
防火対象物定期点検報告制度に係る特例認定の事務処理要領  

 

１ 趣旨 

  この要領は，消防法（昭和２３年法律第１８６号。以下「法」とい 

 う。）第８条の２の３の規定に基づく特例を設けるべき防火対象物と 

 しての認定（以下「特例認定」という。）に係る事務処理について必 

 要な事項を定めるものとする。 

２ 用語の略称 

  この要領における法令の略称は，次のとおりとする。 

 (1) 政令 消防法施行令（昭和３６年政令第３７号）をいう。 

 (2) 省令 消防法施行規則（昭和３６年自治省令第６号）をいう。 

 (3) 条例 函館市火災予防条例（昭和４８年函館市条例第１８号）を 

  いう。 

３ 特例認定の主体 

  特例認定は，消防長または消防署長（以下「消防長等」という。） 

 が行うものとする。 

４ 事務処理手順 

  事務処理手順については，別表のとおりとする。 

５ 申請等 

 (1) 法第８条の２の３第２項に規定する申請は，電子申請を除き，省 

  令第４条の２の８第２項および同条第４項の規定による書類（以下 

  「申請書等」という。）を２部（正本および副本）提出させるもの 

  とする。 

 (2) 消防長等は，申請書等が提出された場合において，次に掲げる内 

  容を確認し，不備がないと認めるときは，これを受理し，防火対象 

  物点検報告特例認定申請受付処理簿（様式１。以下「処理簿」とい 

  う。）に必要事項を記載するものとする。 

  ア 省令第４条の２の８第２項に規定する申請書（イにおいて「申 

   請書」という。）の記載事項 

  イ 同条第４項に規定する防火対象物の管理を開始した日を確認で 



   きる書類（不動産登記簿謄（抄）本（登記事項証明書），賃貸借 

   契約書，営業許可証等）の写しの添付 

 (3) 消防長等は，申請書等に不備事項がある場合は，相当の期限を定 

  めて当該申請の補正を求めるものとする。この場合において，補正 

  期間は行政手続法（平成５年法律第８８号）第６条に規定する標準 

  処理期間に含まれないものとする。 

６ 検査 

 (1) 消防長等は，申請書等を受理したときは，速やかに，申請のあっ 

  た防火対象物（以下「申請防火対象物」という。）の検査を実施す 

  るものとする。 

 (2) 申請防火対象物に対する検査は，法第８条の２の３第１項各号に 

  基づく防火対象物点検報告特例認定検査表（様式２）のうち，申請 

  防火対象物に適用のある項目について行うものとする。 

 (3) 検査の方法は，書類確認および現地調査とする。 

７ 認定または不認定の決定 

  消防長等は，検査の結果，申請防火対象物に適用のある項目の全て 

 の判断基準に適合するときは認定とし，これ以外は不認定とする。こ 

 の場合において，不認定の決定に際して，検査中に判定基準に適合し 

 ない検査項目があったときは，検査を終了することができるものとす 

 る。 

８ 認定または不認定の通知 

 (1) 消防長等は，認定または不認定を決定したときは，遅滞なく法第 

  ８条の２の３第３項の規定に基づき，申請者に通知するものとし， 

  処理簿に必要事項を記載するものとする。 

 (2) (1)の規定により認定とするときは，認定の効力が生じる日等を明 

  示した認定通知書（様式３）とし，不認定とするときは，認定しな 

  い理由等を明示した不認定通知書（様式３）とするものとする。 

 (3) 消防長等は，通知書を交付するときは，消防本部または消防署で 

  行うものとし，防火対象物点検報告特例認定通知書交付簿（様式４） 

  に必要事項を記載し，受領者に署名等を受けるものとする。なお， 



副本が提出されている場合は副本を返付するものとする。 

９ 認定通知書の亡失 

 (1) 認定を受けた防火対象物の管理について権原を有する者は，認定 

  通知書を亡失または滅失等の理由により，消防長等から認定通知書 

  による通知がなされたことの証明書を受けようとするときは，防火 

  対象物点検報告特例認定証明願（様式５。(2)において「証明願」と 

  いう。）により申請するものとする。 

 (2) 消防長等は，証明願を受理したときは，認定通知書の交付状況を 

  確認のうえ，防火対象物点検報告特例認定証明書（様式６）を交付 

  し，防火対象物点検報告特例認定証明書交付簿（様式７）に必要事 

  項を記載するものとする。 

 

   附 則 

 この要領は，平成２９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は，令和４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要領は，令和５年４月１日から施行する。 



様式１ 

防 火 対 象 物 点 検 報 告 特 例 認 定 申 請 受 付 処 理 簿 

 

番 号 受付年月日 事 業 所 名 称 用 途

経   過   処   理 

備  考 管理を開始 

した年月日 
認定年月日 不認定年月日 

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 年  月  日   年  月  日 年  月  日 年  月  日  

 



様式２

検 査 員
職・氏名

名　  称

階　  層
延べ面積

適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

消　火　設　備

消　防　用　設　備　等

警　報　設　備

避　難　設　備

そ　　の　　他

取消し事由の有無

法第８条の２の２第１項に
よる点検および報告の実施
※１

虚偽報告の有無

自衛消防組織の業務の実施

　申請日前の３年以内において法第５条第１項，法第５条の２第１項，法
第５条の３第１項，法第８条第３項もしくは第４項，法第８条の２の５第
３項または法第１７条の４第１項もしくは第２項の規定に基づく命令（申
請防火対象物の位置，構造，設備または管理の状況がこの法律もしくはこ
の法律に基づく命令またはその他の法律に違反している場合に限る。）を
受けていないこと。

　法第５条第１項，法第５条の２第１項，法第５条の３第１項，法第８条
第３項もしくは第４項，法第８条の２の５第３項または法第１７条の４第
１項もしくは第２項の規定に基づく命令（申請防火対象物の位置，構造，
設備または管理の状況がこの法律もしくはこの法律に基づく命令またはそ
の他の法律に違反している場合に限る。）を受けるべき事由が現にないこ
と。

年　月　日

受付年月日

所　在  地

用　　　途

大規模地震対策特別措置法
の指定

消防計画の実施

　申請日前の３年以内において法第８条の２の３第６項の規定に基づく認
定の取消しをされていないこと。

防火管理者選任（解任）届
出書の有無

消防計画作成（変更）届出
書の有無

自衛消防組織設置（変更）
届出書の有無

　申請日前の３年以内において虚偽の報告をしていないこと。

　法第８条の２の３第６項の規定に基づく認定の取消しを受けるべき事由
が現にないこと。

　申請日前の３年以内において省令第４条の２の４第１項に規定する期間
ごとに点検し，報告されていること。

管理権原を有する範囲

　申請日前の３年以内において実施した法第８条の２の２第１項による点
検の結果が，同項の規定に基づく点検基準に適合していること。

検　査　項　目

管理開始日

命令の有無

防火管理業務の一部委託

命令事由の有無

取消しの有無

防火対象物点検報告特例認定検査表

判　　定　　基　　準 該当の有無 判　　定

　申請者が，申請防火対象物の管理を開始した日から申請日において３年
以上経過していること。

　省令第３条の２第１項の届出がされていること。

　省令第３条第１項の届出がされていること。

　政令第４条の２の４に規定する防火対象物（同条第２号に掲げる防火対
象物にあっては，同条第１号に規定する自衛消防組織設置防火対象物の用
途に供される部分に限る。）にあっては，法第８条の２の５第２項の届出
がされていること。

　防火管理業務の一部を委託している場合は，省令第３条第２項に定める
事項が申請防火対象物の防火管理に係る消防計画に定められていること。

　防火対象物の管理について権原が分かれている場合は，省令第３条第３
項に定める事項が申請防火対象物の防火管理に係る消防計画に定められて
いること。

法第８条の２の２第１項に
よる点検の結果

　申請防火対象物が地震防災対策強化地域として指定された地域の防火対
象物である場合は，省令第３条第４項に定める事項が，申請防火対象物の
防火管理に係る消防計画に定められていること。

　省令第３条第１項各号に定める事項のうち，申請防火対象物の防火管理
に係る消防計画に定められている事項が定められたとおり適切に実施され
ていること。

　政令第４条の２の４に規定する防火対象物（同条第２号に掲げる防火対
象物にあっては，同条第１号に規定する自衛消防組織設置防火対象物の用
途に供される部分に限る。）にあっては，省令第４条の２の１０第１項各
号に定める事項のうち，申請防火対象物の防火管理に係る消防計画に定め
られている事項が定められたとおり適切に実施されていること。



有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

有 □ 無 □ 適 □  否 □

※１

※３   適 □   否 □

※２ 自衛消防訓練   適 □   否 □

  判　　　定  

  適 □   否 □

  適 □   否 □
防火対象物点検報告
特例認定

消防用設備等点検
結果報告

年　　月　　日項　　　目

防火対象物点検結果
報告

・　消防用設備等または特殊消防用設備等が，法第１７条，法第１７条の
　２の５および法第１７条の３ならびにこれらに基づく命令で定める技術
　上の基準または設備等設置維持計画に従って設置し，維持されているこ
　と。
・　消防用設備等の設置にあたり，政令第３２条の特例を受けている場合
　は，特例を認めたときの条件を満たしていること。

　法第１７条の３の２の規定に基づき届出がされ,検査を受けていること｡

　条例第４章第１節（第３４条の６を除く。）に規定する指定数量未満の
危険物の貯蔵および取扱いの技術上の基準等に適合していること（条例第
３８条の３の規定が適用されている場合にあっては，消防長または消防署
長が同条の規定の適用を認めた状態が引き続き維持されていること。）。

火を使用する設備等

火を使用する器具等

　条例第３章第２節に規定する火を使用する器具およびその使用に際し，
火災の発生のおそれのある器具の取扱いの基準に適合していること（条例
２５条の２の規定が適用されている場合にあっては，消防長または消防署
長が同条の規定の適用を認めた状態が引き続き維持されていること。）。

　条例第３章第１節（第１３条から第１９条までを除く。）に規定する火
を使用する設備およびその使用に際し，火災の発生のおそれのある設備の
位置，構造および管理の基準に適合していること（条例第２０条の２の規
定が適用されている場合にあっては，消防長または消防署長が同条の規定
の適用を認めた状態が引き続き維持されていること。）。

　条例第２６条に規定する喫煙等の制限の基準に適合していること｡

　条例第２９条に規定するがん具用煙火の貯蔵等の基準に適合しているこ
と。

　条例第４章第２節に規定する指定可燃物等の貯蔵および取扱いの技術上
の基準等に適合していること（条例第３８条の３の規定が適用されている
場合にあっては，消防長または消防署長が同条の規定の適用を認めた状態
が引き続き維持されていること。）。

喫煙等の制限

がん具用煙火の制限

指定可燃物の貯蔵および取
扱い

指定数量未満の危険物の貯
蔵および取扱い

共同自衛消防組織の決定

消防用設備等

訓練の実施回数※２

消防用設備等または特殊消
防用設備等の設置および維
持

設置届出書の有無

消防法第１７条の３の３に
よる点検および報告の実施
※３

訓練の事前通報の有無

統括防火管理者選任
（解任）届出書の有無

全体についての消防計画作
成（変更）届出の有無

避難上必要な施設等の維持
管理

防炎対象物品に対する表示

圧縮アセチレンガス等の貯
蔵等の届出

　条例第５章の規定に基づき消防用設備等が適正に設置されていること（
条例第４３条の２の規定が適用されている場合にあっては，消防長または
消防署長が同条に規定の適用を認めた状態が引き続き維持されているこ
と。）。

　政令第４条の２の４に規定する防火対象物（同条第２号に掲げる防火対
象物にあっては，同条第１号に規定する自衛消防組織設置防火対象物の用
途に供される部分に限る。）のうち，政令第４条の２の５第２項の規定に
より，その管理についての権原を有する者が共同して自衛消防組織を置く
場合にあっては，省令第４条の２の１０第２項各号に定める事項のうち，
申請防火対象物の防火管理に係る消防計画に定められている事項が定めら
れたとおり適切に実施されていること。

　消火および避難の訓練を年２回以上実施していること。

　消火および避難の訓練の実施にあたり消防機関に通報していること。

・　昭和５０年４月１日付消防庁告示第３号に定める点検内容に応じて行
　う点検の期間ごとに点検を実施していること。
・　消防用設備等にあっては，省令第３１条の６第３項第１号に規定する
　期間ごと，特殊消防用設備等にあっては，省令第３１条の３の２第６号
　の設備等設置維持計画に定める点検の結果についての報告の期間ごとに
　報告されていること。

　法第８条の２第１項に規定する防火対象物にあっては，省令第４条第１
項の届出がされていること。

　防炎対象物品に，防炎性能を有している旨の表示が付されていること。

　法第８条の２第１項に規定する防火対象物にあっては，省令第４条の２
第１項の届出がされていること。

　法第８条の２の４に規定する避難上必要な施設および防火戸について，
適切に管理されていること。

　火災の予防または消火活動に重大な支障を生ずるおそれのある物質の貯
蔵または取扱い（貯蔵または取扱いを廃止した場合を含む。）の届出（法
第９条の３第１項ただし書に規定する場合を除く。）がされていること。



様式３ 

（認定・不認定）通知書 

備 考 

 １ 認定通知書の場合は認定の効力が生じる日を，不認定通知書の場合は認定

しない理由を記載すること。 

 ２ この用紙の大きさは，Ａ４とすること。 

                            第    号 
                           年  月  日 
 
 
            様 
 
                  函館市消防長（  消防署長） 
                                印  
 

 消防法第８条の２の３第３項の規定により，    年  月  日付けを

もって申請のあった下記の防火対象物に係る特例については，（認定する・認定

しない）ことを決定したので通知します。 

 

  この処分について不服があるときは，この処分があったことを知った日 

 の翌日から起算して３か月以内に函館市長に対して審査請求をすることが 

できます。 

  また，この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内 

に，函館市を被告として（市長が被告の代表者となります。），処分の取 

消しの訴えを提起することができます（処分があったことを知った日の翌 

日から起算して６か月以内であっても，処分の日から１年を経過すると処 

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし，処分 

があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に審査請求をした 

場合には，処分の取消しの訴えは，その審査請求に対する裁決があったこ 

とを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

 
記 
 

 

防火対象物 

所 在 地   

名  称  

用  途  

認定の効力が生じる日     年  月  日 

認 定 し な い 理 由  

特 記 事 項  



様式４ 

防火対象物点検報告特例認定通知書交付簿 

受付年月日 
交付 

番号 
交付年月日 防火対象物所在地 防火対象物名称 

受 領 

年月日 

受領者 

確 認 

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

年  月  日
 

年  月  日
 

 

  

 



様式５ 

防火対象物点検報告特例認定証明願 

 

  年  月  日 

 

函館市消防長（  消防署長） 様 

 

                    住 所             

                                   

               申 請 者 

 

                    氏 名             

  

 私が（所有・管理・占有）する下記の防火対象物またはその部分について，消

防法第８条の２の３第３項の規定に基づき，特例認定通知書の交付を受けている

ことを証明願います。 

記 

 

防火対象物 

所 在 地 
 

名   称 
 

用   途 
 

管理権原者 
 

特 例 認 定 申 請 日  

申 請 理 由 
 

※  受  付  欄 ※    経    過    欄 

  

備 考 

 １ この用紙の大きさは，Ａ４とすること。 

 ２ ※欄は記入しないで下さい。 



様式６ 

防火対象物点検報告特例認定証明書 

 

函 消 

  年  月  日 

 

            様 

 

                  函館市消防長（  消防署長） 

  印 

  

 

 下記のとおり通知したことを証明する。 

 

記 

 

１ 防火対象物所在地 

 

 

２ 防火対象物名称 

 

 

３ 用  途 

 

 

４ 認定通知書交付番号 

 

 

５ 認定通知書交付年月日 

      年  月  日 

 

６ 認定の効力が生じる日 

      年  月  日 

 

７ 管理権原が分かれている場合の認定した範囲 

 

 

 

 

備 考 この用紙の大きさは，Ａ４とすること。 

   



様式７ 

防火対象物点検報告特例認定証明書交付簿 

番 号 受付年月日 交付年月日 
防火対象物 

所在地・名称 

認 定 通 知 書 

交付番号・年月日 
認定の効力が生じる日

受 領

年月日

受領者 

確 認 

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 
年  月  日 年  月  日

 

 

第     号

年  月  日
年  月  日

  

 



別表 

事務処理手順および処理要領 

事 務 処 理 手 順 処 理 要 領 

 

○ 申請書の記載事項，添

付書類を確認する。 

 

○ 不備等がある場合は，

相当の期限（概ね７日間）

を定めて当該申請の補正

を求める。 

 

○ 検査は，書類確認と現

地調査により実施する。 

 

○ 検査中に判定基準に適

合しない検査項目があっ

たときは，不認定とし，検

査を終了することができ

る。 

 

※１ 認定通知書に認定の

効力が生じる日等必要

事項を記載する。 

※２ 不認定通知書に認定

しない理由等必要事項

を記載する。 

 

○ 認定または不認定の通

知は，通知書により行う。

 

○ 通知書は原則として直

接交付する。 

 

申請書等の受理 

（消防本部または消防署）

特例認定申請 

検 査 
書類確認・現地調査 

補 正

認定の決定 

認定要件適合 

不認定の決定

認定・不認定通知書作成 

（消防本部または消防署）

交 付 

（消防本部または消防署）

※２ ※１ 

 

不備無 不備有 

認定要件不適合
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